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中小企業・SDGsビジネス支援事業
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日本 開発途上国

政府機関/
他公的機関

現地企業大企業 中小企業/

スタートアップ

価値
共創

• 開発インパクト創出

• 海外ビジネス展開

• 地域活性化の促進

海外企業

海外展開したい 社会課題を解決したい

支援機関

大学・
研究機関

海外ドナー・
NGO

金融機関

地方
自治体

JICAの民間連携事業

コンセプト

「中小企業・SDGsビジネス支援事業」は、
開発途上国の課題解決に貢献する本邦民間
企業等のビジネスづくりを支援します。

JICAは政府開発援助（ODA）を通じて築い
てきた開発途上国政府とのネットワークや
信頼関係、ノウハウ等を活用し、価値の共
創に取り組みます。
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JICAが開発途上国と築いてきた信
頼の下で調査を実施いただけます

• 民間企業のみでは困難な現地
パートナーにアクセスしやすく
なります

• JICAが信頼関係を築いてきた
途上国政府・自治体・業界団体
等のパートナーの紹介が可能で
す

開発途上国でのビジネスに造詣の
深いコンサルタントから質の高い
助言を得られます

• 開発途上国におけるビジネス化
に向けた的確なアドバイザリを
受けられます

• JICAとコンサルタントの支援に
よって、ビジネスを通じた開発
途上国の課題解決の筋書き
（ロジックモデル）を策定する
ことができます

JICAと成果を発信することで国
内外の認知度が向上します

• 調査の結果、実現されたビジネ
ス展開と開発インパクト創出の
国内外への発信をお手伝いしま
す

• 国内外のパートナー拡大や企業
認知度向上が期待されます

企業認知度の向上
質の高い

ビジネスアドバイザリ

2 31

JICAの信頼と
ネットワーク

JICAの民間連携事業を活用するメリット
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• 基礎情報を収集し、開発途上国のニーズと
自社製品/サービスとの適合性の検証を実施

• 初期的な事業計画を策定
• 期間：8か月程度

現地で基礎的な

情報を収集したい
現地ニーズに提案製品/

サービスが合うか確認したい
ビジネスとして成立・
持続するか確認したい

製品/サービス提供体制や
運営方法を確立したい

具体的
ビジネス展開

関心・初期
情報収集

支援メニュー一覧

・上限1,000万円
・コンサルティングサービス（4人月程度）

ニーズ確認調査

• 製品/サービスに対する顧客の受容性を確認した上で、現地パートナーを
確保してビジネスモデルを策定し、収益性の検証と製品/サービス提供体制・

  オペレーションの構築を実施
• より精緻化された事業計画を策定
• 期間：1年4か月程度

ビジネス化実証事業

・上限2,000万円
・コンサルティングサービス（8人月程度）

ビジネス化支援型

• 技術・製品やビジネスモデルの検証・普及活動を通じ、
事業計画を策定

• 期間：1-3年程度

普及・実証・ビジネス化事業

中小企業支援型

• 上限1.0億円、1.5億円、
2.0億円

• コンサルタント関連経
費込み

SDGsビジネス支援型

• 上限5,000万円
• コンサルタント関連経
費込み

ビジネス化支援型

JICAとの
連携など

自社による
ビジネス・
事業化

調査委託型

企業共創プラットフォーム（後述）
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公示・審査～採択までのスケジュール（予定）

8月上旬

プレ公示
（※2）

8月下旬

事前コンサルテーション締切
（※3）

9月下旬

応募締切

10月上旬～12月下旬

審査

12月下旬

採択通知(メール)

（※1）本公示開始前までに、応募内容についてお近くのJICA国内機関にご相談いただくことを強く推奨します。 

（※2）JICAウェブサイトにて、本公示期間の事前アナウンスを行います。

（※3）事前コンサルテーションの受付は、事前コンサルテーション締切日の約1週間前に締切ます。

受付後にコンサルテーション日程を順次ご案内します。

9月上旬

本公示

事前コンサルテーション
実施期間（※1）

制度内容や応募に関するご質問は、本公示前にお近くのJICA国内機関にご相談ください。
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制度概要説明会（アーカイブ）

説明会の動画視聴、関連資料をご覧いただけます。
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【応募ご検討企業様向け】オンラインセミナー実施予定

●＜分野別＞ 開発途上国ビジネスニーズセミナー(全５回)

開催スケジュール
①6月28日（水） 人間開発分野（保健医療、栄養改善、教育、社会保障等）

②7月 5日（水） 経済開発分野（農業・農村開発、民間セクター開発（産業振興）等）

③7月12日（水） 社会基盤分野（運輸・交通、都市・地域開発、資源・エネルギー等）

④7月19日（水） ガバナンス・平和構築分野（デジタル化促進、金融システム、ジェンダー平等等）

⑤7月26日（水） 地球環境分野（気候変動、自然環境保全、環境管理、水資源・水供給、防災・災害対策等）

●ビジネス研修セミナー(全３回)

✓ 開発途上国に存在するビジネスニーズを紹介
✓ ビジネス展開国を選ぶ際の視点や、ビジネスモデルの検討する際に押さえるべきポイントの説明
✓ 実際のビジネスの事例紹介 など

開催スケジュール
①7月4日（火） 入門編「開発途上国でのビジネス展開の魅力と可能性」

②7月7日（金） 基礎編「中小企業・SDGs ビジネス支援事業の特徴と活用方法」

③7月10日（月） 実践編「開発途上国でのビジネスの事業計画立案と中小企業・SDGビジネス支援事業応募時の企画書の書き方」

✓ 開発途上国におけるビジネスのイロハを紹介
✓ 本事業の具体的な活用意義や方法事例紹介（本事業活用企業のご登壇あり）
✓ ビジネス計画の立案や応募時の企画書の書き方ワークショップ など
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